
（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）【特別会計】
（単位：千円）

勘定 項 事項 比較増△減額

1,145,147,038 1,134,914,531 △10,232,507

<3,327,191,241> の内数 <3,224,856,379> の内数 〈△102,334,862〉
23,655,872 21,700,422 △1,955,450

<825,660,347> の内数 <810,055,189> の内数 〈△15,605,158〉
労災勘定 労働安全衛生対策費 労働安全衛生対策に必要な経費 18,053,004 19,929,231 1,876,227

労災勘定 労働安全衛生対策費 労働基準行政情報システムの最適化実施に
必要な経費

3,900,401 0 △3,900,401

労災勘定 独立行政法人労働安全衛
生総合研究所運営費

独立行政法人労働安全衛生総合研究所運営
費交付金に必要な経費

1,471,599 1,560,323 88,724

労災勘定 独立行政法人労働安全衛
生総合研究所施設整備費

独立行政法人労働安全衛生総合研究所施設
整備に必要な経費

230,868 210,868 △20,000

徴収勘定 保険給付費等財源労災勘
定へ繰入

保険給付費等の財源の労災勘定へ繰入れに
必要な経費

<825,660,347> の内数 <810,055,189> の内数 〈△15,605,158〉

998,249,558 991,692,898 △6,556,660

<825,660,347> の内数 <810,055,189> の内数 〈△15,605,158〉

労災勘定 保険給付費 保険給付に必要な経費 796,954,268 793,061,020 △3,893,248

労災勘定 業務取扱費 保険給付業務に必要な経費 5,417,254 11,730,636 6,313,382
労災勘定 業務取扱費 労災行政情報管理システムの最適化実施に

必要な経費
4,026,006 0 △4,026,006

労災勘定 職務上年金給付費年金特
別会計へ繰入

職務上年金給付費の財源の年金特別会計厚
生年金勘定へ繰入れに必要な経費

11,039,922 10,542,385 △497,537

労災勘定 職務上年金給付費等交付
金

職務上年金給付費等交付金に必要な経費 7,799,329 8,244,969 445,640

徴収勘定 保険給付費等財源労災勘
定へ繰入

保険給付費等の財源の労災勘定へ繰入れに
必要な経費

<825,660,347> の内数 <810,055,189> の内数 〈△15,605,158〉

労災勘定 社会復帰促進等事業費 被災労働者等の社会復帰促進・援護等に必
要な経費

162,349,176 156,608,072 △5,741,104

労災勘定 独立行政法人労働者健康
福祉機構運営費

独立行政法人労働者健康福祉機構運営費交
付金に必要な経費

9,476,959 9,048,644 △428,315

労災勘定 独立行政法人労働者健康
福祉機構施設整備費

独立行政法人労働者健康福祉機構施設整備
に必要な経費

1,186,644 2,457,172 1,270,528

徴収勘定 保険給付費等財源労災勘
定へ繰入

保険給付費等の財源の労災勘定へ繰入れに
必要な経費

<825,660,347> の内数 <810,055,189> の内数 〈△15,605,158〉

11,600,697 10,870,317 △730,380

<3,327,191,241> の内数 <3,224,856,379> の内数 〈△102,334,862〉
労災勘定 仕事生活調和推進費 仕事と生活の調和の推進に必要な経費 1,656,762 1,368,975 △287,787

徴収勘定 保険給付費等財源労災勘
定へ繰入

保険給付費等の財源の労災勘定へ繰入れに
必要な経費

<825,660,347> の内数 <810,055,189> の内数 〈△15,605,158〉

労災勘定 中小企業退職金共済等事
業費

中小企業退職金共済等事業に必要な経費 2,741,573 2,251,063 △490,510

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

141,723 118,349 △23,374

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

40,109 29,517 △10,592

雇用勘定 中小企業退職金共済等事
業費

中小企業退職金共済等事業に必要な経費 7,020,530 6,534,796 △485,734

雇用勘定 独立行政法人勤労者退職
金共済機構運営費

独立行政法人勤労者退職金共済機構運営費
交付金に必要な経費

0 567,617 567,617

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,173,745> の内数 <2,045,927> の内数 〈△127,818〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<30,170> の内数 <40,562> の内数 <10,392〉

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構運営費

独立行政法人雇用・能力開発機構運営費交
付金に必要な経費

<61,946,066> の内数 <0> の内数 〈△61,946,066〉

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構施設整備費

独立行政法人雇用・能力開発機構施設整備
に必要な経費

<1,195,752> の内数 <0> の内数 〈△1,195,752〉

徴収勘定 保険給付費等財源労災勘
定へ繰入

保険給付費等の財源の労災勘定へ繰入れに
必要な経費

<825,660,347> の内数 <810,055,189> の内数 〈△15,605,158〉

（３）　勤労者生活の充実を図ること

１　労働時間等の設定改善の促進等を通じた仕事と生活の調和対策
を推進すること

２　豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること

１　労働者の安全と健康が確保され、労働者が安心して働くことができ
る職場づくりを推進すること

（２）　労働災害に被災した労働者等の公正な保護を行うとともに、その社
会復帰の促進等を図ること

１　迅速かつ適正な労災保険給付を行い、被災労働者等の保護を図
ること

２　被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること

（１）　安全・安心な職場づくりを推進すること

　１　労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること

22年度予算額 23年度予算案

（所管）厚生労働省　　　　（会計）労働保険特別会計

政策評価体系



勘定 項 事項 比較増△減額22年度予算額 23年度予算案政策評価体系

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

447,198 436,038 △11,160
<2,438,389,076> の内数 <2,414,801,190> の内数 〈△23,587,886〉

雇用勘定 労使関係安定形成促進費 安定した労使関係の形成促進に必要な経費 447,198 436,038 △11,160
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,173,745> の内数 <2,045,927> の内数 〈△127,818〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<30,170> の内数 <40,562> の内数 <10,392〉

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

1,441,456 1,520,298 78,842

<3,264,049,423> の内数 <3,224,856,379> の内数 〈△39,193,044〉
労災勘定 個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 720,724 760,145 39,421
雇用勘定 個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 720,732 760,153 39,421
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,173,745> の内数 <2,045,927> の内数 〈△127,818〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<30,170> の内数 <40,562> の内数 <10,392>

徴収勘定 保険給付費等財源労災勘
定へ繰入

保険給付費等の財源の労災勘定へ繰入れに
必要な経費

<825,660,347> の内数 <810,055,189> の内数 〈△15,605,158〉

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

109,752,257 108,694,558 △1,057,699

労災勘定 保険料返還金等徴収勘定
へ繰入

保険料返還金等の財源の徴収勘定へ繰入れ
に必要な経費

54,021,101 55,156,168 1,135,067

雇用勘定 保険料返還金等徴収勘定
へ繰入

保険料返還金等の財源の徴収勘定へ繰入れ
に必要な経費

24,191,752 23,779,740 △412,012

徴収勘定 業務取扱費 労働保険適用徴収業務に必要な経費 16,056,800 14,777,333 △1,279,467
徴収勘定 業務取扱費 石綿健康被害救済事業に必要な経費 10,062,419 8,846,000 △1,216,419
徴収勘定 業務取扱費 労働保険適用徴収システムの最適化実施に

必要な経費
5,420,185 6,135,317 715,132

3,721,770,832 2,756,672,871 △965,097,961

<2,515,342,162> の内数 <2,487,045,338> の内数 〈△28,296,824〉

88,459,694 63,930,333 △24,529,361

<2,438,389,076> の内数 <2,414,801,190> の内数 〈△23,587,886〉
雇用勘定 職業紹介事業等実施費 職業紹介事業等の実施に必要な経費 47,438,241 63,930,333 16,492,092
雇用勘定 職業紹介事業等実施費 職業安定行政関係システムの最適化実施に

必要な経費
20,244,522 0 △20,244,522

雇用勘定 業務取扱費 職業安定行政関係システムの最適化実施に
必要な経費

20,776,931 0 △20,776,931

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,173,745> の内数 <2,045,927> の内数 〈△127,818〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<30,170> の内数 <40,562> の内数 <10,392>

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

811,210,983 449,513,993 △361,696,990

<2,515,342,162> の内数 <2,487,045,338> の内数 〈△28,296,824〉
雇用勘定 地域雇用機会創出等対策

費
地域及び中小企業等における雇用機会の創
出等に必要な経費

811,210,983 449,513,993 △361,696,990

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構運営費交付金に必要な経費

<13,811,268> の内数 <70,535,833> の内数 <56,724,565>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構施設整備に必要な経費

<0> の内数 <1,708,315> の内数 <1,708,315>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,173,745> の内数 <2,045,927> の内数 〈△127,818〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<30,170> の内数 <40,562> の内数 <10,392>

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構運営費

独立行政法人雇用・能力開発機構運営費交
付金に必要な経費

<61,946,066> の内数 <0> の内数 〈△61,946,066〉

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構施設整備費

独立行政法人雇用・能力開発機構施設整備
に必要な経費

<1,195,752> の内数 <0> の内数 〈△1,195,752〉

（１）　労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整機能を強化す
ること

（２）　雇用機会を創出するとともに雇用の安定を図ること

１　公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派
遣事業等の適正な運営を確保すること

１　地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定
を図ること

（６）　労働保険適用徴収業務の適正かつ円滑な実施を図ること

１　労働保険適用促進及び労働保険料等の適正徴収を図ること

　２　経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場において
労働者の職業の安定を図ること

（４）　安定した労使関係等の形成を促進すること

１　労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係
のルールの確立及び普及等を図るとともに集団的労使紛争の迅速か
つ適切な解決を図ること

（５）　個別労働紛争の解決の促進を図ること

１　個別労働紛争の解決の促進を図ること



勘定 項 事項 比較増△減額22年度予算額 23年度予算案政策評価体系

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

127,283,626 123,452,797 △3,830,829
<2,515,342,162> の内数 <2,487,045,338> の内数 〈△28,296,824〉

雇用勘定 高齢者等雇用安定・促進
費

高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 127,283,626 123,452,797 △3,830,829

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構運営費交付金に必要な経費

<13,811,268> の内数 <70,535,833> の内数 <56,724,565>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構施設整備に必要な経費

<0> の内数 <1,708,315> の内数 <1,708,315>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,173,745> の内数 <2,045,927> の内数 〈△127,818〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<30,170> の内数 <40,562> の内数 <10,392>

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構運営費

独立行政法人雇用・能力開発機構運営費交
付金に必要な経費

<61,946,066> の内数 <0> の内数 〈△61,946,066〉

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構施設整備費

独立行政法人雇用・能力開発機構施設整備
に必要な経費

<1,195,752> の内数 <0> の内数 〈△1,195,752〉

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

2,694,816,529 2,056,019,042 △638,797,487

<2,438,389,076> の内数 <2,414,801,190> の内数 〈△23,587,886〉
雇用勘定 失業等給付費 失業等給付に必要な経費 2,679,016,913 2,029,789,602 △649,227,311

雇用勘定 業務取扱費 失業等給付業務に必要な経費 15,799,616 26,229,440 10,429,824
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,173,745> の内数 <2,045,927> の内数 〈△127,818〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<30,170> の内数 <40,562> の内数 <10,392>

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

0 63,756,706 63,756,706

<2,449,996,429> の内数 <2,483,250,534> の内数 <33,254,105〉
雇用勘定 就職支援事業費 求職者訓練受講支援給付等に必要な経費 0 38,554,382 38,554,382

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

雇用勘定 就職支援事業費 認定特定求職者職業訓練奨励給付等に必要
な経費

0 25,202,324 25,202,324

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構運営費交付金に必要な経費

<13,811,268> の内数 <70,535,833> の内数 <56,724,565>

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

65,067,253 56,448,813 △8,618,440

<2,513,138,247> の内数 <2,484,958,849> の内数 〈△28,179,398〉

53,385,228 53,197,883 △187,345
<2,513,138,247> の内数 <2,484,958,849> の内数 〈△28,179,398〉

雇用勘定 職業能力開発強化費 職業能力開発の強化に必要な経費 53,385,228 53,197,883 △187,345
雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構運営
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構運営費交付金に必要な経費

<13,811,268> の内数 <70,535,833> の内数 <56,724,565>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構施設整備に必要な経費

<0> の内数 <1,708,315> の内数 <1,708,315>

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構運営費

独立行政法人雇用・能力開発機構運営費交
付金に必要な経費

<61,946,066> の内数 <0> の内数 〈△61,946,066〉

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構施設整備費

独立行政法人雇用・能力開発機構施設整備
に必要な経費

<1,195,752> の内数 <0> の内数 〈△1,195,752〉

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

10,726,511 2,536,459 △8,190,052

<2,513,138,247> の内数 <2,484,958,849> の内数 〈△28,179,398〉
１　若年者等に対して段階に応じた職業キャリア支援を講ずること 雇用勘定 若年者等職業能力開発支

援費
若年者等に対する職業能力開発の支援に必
要な経費

9,355,277 1,347,873 △8,007,404

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構運営費交付金に必要な経費

<13,811,268> の内数 <70,535,833> の内数 <56,724,565>

（１）　多様な職業能力開発の機会を確保すること

１　多様な職業能力開発の機会を確保すること

（２）　働く者の職業生涯を通じた持続的な職業キャリア形成への支援をす
ること

１　雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にす
るための保障等を図ること

　３　労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を十分に
発揮できるような環境整備をすること

（５）　就職支援事業に係る目標（予定）

１　就職支援事業に係る目標＿１（予定）

２　就職支援事業に係る目標＿２（予定）

（３）　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること

１　高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

（４）　求職活動中の生活の保障等を行うこと



勘定 項 事項 比較増△減額22年度予算額 23年度予算案政策評価体系

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構施設整備に必要な経費

<0> の内数 <1,708,315> の内数 <1,708,315>

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構運営費

独立行政法人雇用・能力開発機構運営費交
付金に必要な経費

<61,946,066> の内数 <0> の内数 〈△61,946,066〉

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構施設整備費

独立行政法人雇用・能力開発機構施設整備
に必要な経費

<1,195,752> の内数 <0> の内数 〈△1,195,752〉

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

雇用勘定 障害者職業能力開発支援
費

障害者に対する職業能力開発の支援に必要
な経費

1,371,234 1,188,586 △182,648

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

955,514 714,471 △241,043

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉
雇用勘定 技能継承・振興推進費 技能継承・振興の推進に必要な経費 955,514 714,471 △241,043
徴収勘定 失業等給付費等財源雇用

勘定へ繰入
失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

13,784,955 13,417,970 △366,985

<2,438,389,076> の内数 <2,414,801,190> の内数 〈△23,587,886〉

13,784,955 13,417,970 △366,985

<2,438,389,076> の内数 <2,414,801,190> の内数 〈△23,587,886〉

雇用勘定 男女均等雇用対策費 男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必
要な経費

13,784,955 13,417,970 △366,985

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,173,745> の内数 <2,045,927> の内数 〈△127,818〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<30,170> の内数 <40,562> の内数 <10,392>

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<2,436,185,161> の内数 <2,412,714,701> の内数 〈△23,470,460〉

4,945,770,078 3,961,454,185 984,315,893
<3,341,002,509〉 の内数 <3,297,100,527〉 の内数 <43,901,982〉

8,286,772,587 7,258,554,712 △ 1,028,217,875所　　　管　　　計

（注）　１．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
　　　　２．下段〈　〉外書きは、複数政策に関連するもの（例：独立行政法人運営費交付金、特別会計へ繰入等）で、交付金や繰入れ財源の一部を用いて行われるものについて、総額の「内数」で表記し、
　　　　　　合計欄において本書きに含めている。
　　　　３．22年度予算額は、23年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
　　　　４．22年度予算額は補正予算（第1号）による補正後の改予算額である。

（１）　男女労働者が多様な個性や能力を発揮でき、かつ仕事と家庭の両
立ができる雇用環境及び多様な就業ニーズに対応した就業環境を整備す
ること

１　男女労働者が多様な個性や能力を発揮でき、かつ仕事と家庭の両
立ができる雇用環境及び多様な就業ニーズに対応した就業環境を整
備すること

（３）　「現場力」の強化と技能の継承・振興を推進すること

１　技能継承・振興のための施策を推進すること

　４　男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることなどを可能
にする社会づくりを推進すること

２　福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等をすること


	23'別紙３（労働特会）

